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デジタル社会推進会議／モビリティワーキンググループにおいて、新たなモビリティサービスの事業化に向けた
基本的な考え方と施策をまとめたモビリティ・ロードマップを公表
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モビリティワーキンググループ資料
（デジタル庁のサイトへリンク）
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（１）取組一覧（モビリティワーキンググループ資料を基に作成） （２）自動運転移動サービス社会実装・事業化の
1 需要を推定する方法の検討 デジタル庁    手引きの公表
2 資金調達の支援方策の検討 国土交通省・経済産業省・警察庁
3 車両のリース・レンタルを促す仕組の検討 （第2版：令和7年7月）
4 複数モビリティの協調制御技術の検討

5 自動運転サービス等の導入に向けた指針の策定 内閣府

6 主要技術の低コスト化

7 データの統合・相互利活用基盤の検討

8 モビリティサービスをけん引する人材の育成

9 信号情報提供技術の検討・確立 警察庁

10 V2X通信規格の検討・策定 総務省 （３）予算執行調査の概要公表（財務省）
11 V2N通信環境の検討

12 自動運転システムの開発支援 経済産業省

13 主要技術の低コスト化

14 安全性評価環境の構築 ○自動運転社会実装推進事業（国交省）について
15 混在空間における協調型システムの検討・確立

16 社会受容性向上のための手引きの策定

17 乗換・積替当のための集約拠点の整備

18 自動運転サービス支援道の整備

19
地域リソースを最大限活用するための地域の関係者の共創の推進

や、公共交通維持を後押しする柔軟な公的支援制度の検討
国土交通省

20 事業採算性の検証

21 自動運転がもたらす効果の評価方法の検討

22 審査手続の透明性・公平性の確保

23 路車協調システムの検討

24 走行空間の検討

今後の改善点・検討の方向性
１．実証実績について ≪採択要件について≫

２．事業費について

自動運転バスの車両費は非常に高額となっており、自動

運転によって削減可能な労務費を踏まえても採算性に乏

しく、費用低減に向けた取組を推進していく必要があ

る。社会実装後の運営については、国費に頼ることな

く、運行収入や独自の資金確保によって維持すべきであ

る。国としても採算面の課題について対応していく必要

があり、地域交通を維持するために、独自の資金確保努

力を支援していくことも考えられる。

予算執行の実態を調査して改善すべき点を指摘し、

予算の見直しや執行の効率化等につなげていく取組
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令和７年１月２８日開催　第７回モビリティワーキンググループ資料
「自動運転時代の市場創生(BOLDLY)」からの抜粋

【社会実装に向けた民間事業者によるコスト試算】

【試算の前提】

【自動運転車両・システムの大量生産による車体価格の引き下げを想定】

ランニング
コスト

イニシャル
コスト
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